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研究要旨 

超高齢社会にも負けない豊かで活力ある国つくりには、医療と福祉の統合は必須で

ある。今年度は在宅医療と福祉の統合ネットワークの社会実装化と産業化を目指した

ネットワーク基盤を設計し、運用手順書等を策定した。その後、その成果をいくつか

の自治体に投入し、社会実装を実現した。今後は地域包括ケアからスタートした自助、

互助、共助、公助の精神や活動を医療へも展開し、新しい統合形態を探っていこうと

考えている。そして最終的にはこれらの活動を通して 2025年問題を解決し、わが国を

世界一の健康長寿立国に育てていきたい。 

 

A. 研究目的 

 2007 年世界ではじめて超高齢社会に突入した

わが国は、医療・福祉を効率よく営むための仕組

みつくりが喫緊の課題になっているが、そのプロ

セスには数多くの障壁が散在している。中でも

2025年問題は最大の障壁である。2025年は 1947

〜1949年に生まれた、いわゆる団塊の世代が 70

代半ばを超える年である。その数は 2100 万人以

上と推計され、そのうちの約 1/3が介護等福祉支

援を必要とすると考えられている。この未曾有の

社会状況にどう対応していくのか。本研究では在

宅医療・福祉統合ネットワークが 2025 年問題を

解決するための社会インフラと考えているが、そ

のあり方を見出すために残された時間はほとん

どない。 

 わが国の政府は 2025 年問題解決のため、さま

ざまな施策を講じてきている。2012 年 2 月に閣

議決定した「社会保障・税一体改革大綱」では 6

分野の社会保障改革が盛り込まれており、そのひ

とつが「医療・介護サービス保障の強化」である。

ここでは医療連携の強化に加え、地域包括ケア

（システム）の構築などを打ち出し、どこに住ん

でいても適切な医療・介護サービスが受けられる

社会の実現を目指すことになった。これを受け、

厚生労働省は 2012 年を「地域包括ケア元年」と

して位置づけた。2013 年 6 月には新たな国家戦

略として日本再興戦略と健康・医療戦略を閣議決

定し、日本経済再生本部の産業競争力会議とも密

接に連携して、①医療分野の研究開発の司令塔機

能の創設、②医療の国際展開、③健康寿命延伸サ

ービスの創出、④健康・医療分野における ICT の

利活用の推進を達成することになった。 

 昨年度の本研究では、医療・福祉統合ネットワ

ークの構築にあたり求められる多職種連携のあ



り方について、愛知県豊明市で展開している医

療・福祉統合ネットワーク「いきいき笑顔ネット

ワーク」を活用し、検討を加えた。今年度はさら

にそれを深化し、普及・拡大に努めるとともに社

会実装を前提とした産業化プロセスを推進した

（図１）。 
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図１ 産業化を目指す在宅医療・福祉統合 

ネットワーク 

 

B. 研究方法 

 昨年度、愛知県豊明市在宅医療・福祉統合ネッ

トワーク「いきいき笑顔ネットワーク」で活用し

た情報共有基盤「電子連絡帳」を社会実装するた

めに、商法登録とさらなる機能の深化を検討した。 

１．電子連絡帳の商標登録 

 社会実装を進めるため、電子連絡帳の商標登録

を目指した。 

２．電子連絡帳の機能の深化 

１）システム基盤の整備 

 システム基盤に安定性と汎用性を付加するた

め、サーバーコンピューティングシステムからク

ラウドコンピューティングシステムへの切り替

えを検討した。さらに利便性を高めるため、超セ

キュアクラウドとセキュアクラウドの 2つのネッ

トワーク基盤を構想し、具現化に努めた。また、

機能面においては昨年度構築した４つの機能、す

なわち、機能①：セキュリティを担保しながらマ

ルチモダリティに対応する機能、機能②：対象と

なっている在宅医療患者または高齢者に関係す

るスタッフだけがこの電子連絡帳を見ることが

でき、かつ記載ができる機能、機能③：スタッフ

の登録、削除がどこでも誰でもできる機能、機能

④：できるだけ操作を簡単にする機能に加え、介

護サービス提供時に求められる機能の付加を検

討した。さらにサステナブルな自立運用を目指す

ため、医師会、歯科医師会、薬剤師会、及び行政

との間で費用負担も含め、検討を行った。 

２）運用体制並びに手順の整備 

 各自治体の持つ医療資源や福祉（介護）資源、

及び考え方に基づき、運用体制について個別に検

討した。また、協議会を設立し、社会課題の解決

に挑むための運用マニュアルをはじめとする各

種手順書の整備を行った。また、システム利用者

の利便性を高めるため、ネットワークごとにポー

タルサイトの立ち上げについて検討した。 

 

C. 研究結果 

１．電子連絡帳の商標登録 

 商標登録においては、「電子」とか「連絡帳」

といった一般名称は登録できないことから、「電

子@連絡帳」と表記し、「でんしれんらくちょう」

と読む方法を提案、登録完了に至った。 
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図２ 電子@連絡帳とそのオプションサービス 

 

 また、この電子@連絡帳と連携して機能するオ

プションサービスについても、それぞれ「電子@

支援手帳（でんししえんてちょう）」、「電子@画像

連携帳（でんしがぞうれんけいちょう）」、「電子@

バイタル帳（でんしばいたるちょう）」、「電子@救

急支援帳（でんしきゅうきゅうしえんちょう）」



として登録を完了した（図２）。 

２．電子連絡帳の機能の深化 

１）システム基盤の整備 

 システム基盤に安定性と汎用性を付加するた

め、サーバーコンピューティングシステムからク

ラウドコンピューティングシステムへの切り替

え、超セキュアクラウドとセキュアクラウドの 2

つの基盤を構築した（図３）。超セキュアクラウ

ドは主に中核病院等の電子カルテ連携を前提に

医療支援に、セキュアクラウドは主にかかりつけ

医の連携を前提に福祉（介護）支援（地域包括ケ

ア）にそれぞれ活用することを想定した。 

 

 

 

図３ 超セキュアクラウドとセキュアクラウド 

 

 また、電子＠連絡帳の機能として昨年度構築し

た４つの機能に加え、新たに介護事業に必要な主

治医意見書、訪問看護指示書・報告書などの定型

業務支援機能や電子署名機能（一部）を追加した。 

２）運用体制並びに手順の整備 

 運用体制は、各自治体の持つ医療資源や福祉

（介護）資源、及び考え方に基づき、個別に検討

した。その結果、①自治体が基盤経費を持ち、医

師会、歯科医師会、薬剤師会、介護事業所、包括

支援センター等が連動し協議会を構成するタイ

プ、②医師会が基盤経費を持ち、自治体、歯科医

師会、薬剤師会、介護事業所、包括支援センター

等が連動し協議会を構成するタイプ、③自治体、

医師会、歯科医師会、薬剤師会で基盤経費を分割

し、介護事業所、包括支援センター等が連動し協

議会を構成するタイプなどの運用体制が誕生し

た。 

 一方、運用の手順については、協議会のもとで

運用マニュアルをはじめとする各種手順書の整

備を行い、図４に示す運用管理規定等を策定した。 

 

 

図４ 運用管理規程等書式一覧 

 

さらにシステム利用者の利便性を高めるため、

ネットワークごとにポータルサイトを立ち上げ

た。愛知県長久手市の愛・ながくて夢ネットの一

例を図５に示す。 

 

 

 

図５ ポータルサイトの一例（愛知県長久手市） 

 



D. 考察 

 世界で最も速く超高齢社会に突入したわが国

や各自治体において、医療・福祉を効率よく営む

ための仕組みつくりは喫緊の課題である。そのた

め、各自治体は地域包括ケアシステムの構築等超

高齢社会対応のための社会基盤つくりを急ピッ

チで進めている。限られた時間内に強力な社会基

盤を構築するためには、産学官民あげての取り組

みが必要である。この中で我々のようなアカデミ

アが大学等で築き上げた技術やノウハウをいち

早く社会実装まで持っていくには、商標登録等を

通して産業化基盤を固め、ICT企業との連携のも

とで事業化していくことが必要である。今年度は

これを実践し、愛知県内のいくつかの自治体で基

盤化を達成した。ここでは利便性が最も重要な因

子であることから、システム基盤をサーバーコン

ピューティングシステムからクラウドコンピュ

ーティングシステムへの切り替え、使用シーンに

合わせたセキュリティ基盤、すなわち、超セキュ

アクラウドとセキュアクラウドの２つを構築し

た。 

一方で、ネットワークの運用は多職種連携が基

盤となることから協議会を設立し、顔の見える環

境を整えた、これらのことが普及を加速したと考

えられる。 

 

E. 結論 

超高齢社会にも負けない豊かで活力ある国つ

くりには、医療と福祉の統合は必須である。今年

度は在宅医療と福祉の統合ネットワークの社会

実装化と産業化を目指し、それなりの成果にたど

り着いた。今後は地域包括ケアからスタートした

自助、互助、共助、公助の精神や活動を、医療へ

も展開しようと考えている。そして最終的にはこ

れらの活動を通して 2025 年問題を解決し、わが

国を世界一の健康長寿立国に育てていきたいと

考えている。 
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G. 知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 

1. 特許取得 

なし 

 

2. 実用新案登録 

なし 

 

3. その他 

なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 


